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は し が き

　わが国では、近年の交通取締法規の厳格化、交通安全のための諸施策の充
実、そして何よりも運転者のモラルの向上等により、交通事故死傷者数は減
少傾向となっている。
　平成 22 年の 90 万人超から、平成 26 年では 71 万人台となり、死者も 4922
人から 4113 人へと着実に減少している。
　一方、人口の高齢化による高齢運転者、特に 70 歳以上の運転者による事
故は、他の年齢層とは異なって増加の傾向を示しており、これまでとは異な
った安全対策が求められている。
　また、近年、死亡事故の減少に反して、軽微な傷害事案が増加しており、
交通事故の被害者救済を目的とした自賠責保険がその重要性を増してきてい
る。
　さらに、任意自動車保険も人身傷害補償保険が普及し、迅速な保険金支払
がなされる一方、保険の仕組みも複雑化し、より専門性が高まっている。
　このような状況下、加害者・被害者はもちろん、その親族や、紛争解決に
あたる弁護士、認定司法書士、各種相談機関の担当者、損害保険・共済の実
務担当者等さまざまな立場から交通事故に関する人たちのために本書は作ら
れた。
　最新の判例はもとより、学説、実務を採り入れ、あらゆる読者の参考にな
れるよう著者一同努力したつもりである。
　また、損害賠償、保険はもとより、刑事処分、行政処分から車両管理につ
いてまで触れており、まさに交通事故についてはこの一冊だけですべてを俯
瞰できるものと自負している。他に類をみない本書が自動車交通事故に関す
る方々に少しでも役に立てれば著者一同の喜びである。
　なお本書は、定評ある学陽書房の法律相談シリーズの新たな１冊として発
刊するものである。
　交通事故をテーマにした法律相談は、加藤了弁護士の編著による『交通事
故の法律相談』（平成３年初版、平成 23 年全訂第４版）があり、交通事故の
実務書として高い評価を得ていたが、上記のような時代の変遷とともに、新
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たな書籍の需要が高まったことから、編集部側の要望により内容を一新し、
新たに「新版」として本書を発行するものである。
　本書は、旧版の執筆者である大嶋芳樹、羽成守の両名に、新たに松居英二
を加えた３名で著したものである。定評ある旧版のコンセプトを受け継ぎつ
つも、新しい息吹をそこに加え、次の定本となることを目指して刊行した。
これまでと同様、多くの方々にお役立ていただだければ幸いである。
　
　最後に、本書は、弁護士実務で活動している著者が、その多忙の中で執筆
したものであり、学陽書房の編集者の叱咤激励とご支援がなければ完成しな
かった。
　改めて御礼を申し上げる。

　　平成 28 年 11 月
大嶋　芳樹　
羽成　　守　
松居　英二　
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１　加害者の注意すべき点

　不幸にして自動車事故を起こしてしまった場合、まず被害者の救護などの
緊急措置をとり、最寄りの警察へ事故の届出をしなければなりません。
　また、自動車保険に加入している場合には、保険会社へも連絡する必要が
ありますし、後日の紛争に備え、事故の状況を正確に把握しておいたほうが
よいでしょう。これらの各措置の詳細は後に述べますが、万一の事故の際に
混乱しないよう、あらかじめ十分に理解しておいてください。

２　緊急措置義務

　道路交通法（以下、「道交法」という）は、交通事故により、人が死亡ま
たは負傷したり、あるいは物が壊れたときには、その当事者である運転者や
その他の乗務員が直ちにとらなければならない措置を定めています（道交
72 条１項前段）。これを緊急措置義務といいます。
　この義務は、その事故についての責任の有無にかかわらないので、たとえ
相手方が一方的に悪い場合であっても、やはりこれらの措置をとらなくては
なりません。
　また、２台以上の自動車による事故の場合には、加害車両・被害車両を問
わず、いずれの自動車の運転者等にもこの義務があります。

Point

1

事故が発生した際、加害者のとるべき応急措置。

◦緊急措置義務（運転の停止。状況確認。負傷者の救護。道路における危
険防止）

◦事故報告義務（警察への事故の報告）
◦保険会社への通知義務（正当な理由なく怠った場合、保険金の支払いが
拒絶される）

事故の際の応急措置――加害者
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⑴　運転の停止および状況の確認義務
　自動車の運転者やその他の乗務員は、自動車が何かに衝突したと感じられ
たときには、直ちに運転を停止して、事故の内容や程度、状況等を確かめ、
人や物に対する被害の有無を確認しなければなりません。
　道交法の解釈としては、人の死傷や物の損壊についての「未必的な認識」
がある場合に限るとされていますが【最判昭和 40 年 10 月 27 日刑集 19 巻７
号 773 頁】、実際には、何かに衝突したと思ったら、それが軽微であっても、
迷わず停止して状況を確認すべきです。
⑵　負傷者の救護義務
　事故によって人が負傷した場合には、直ちに救護しなくてはなりません。こ
れを怠ると、いわゆるひき逃げ（救護義務違反）となり、厳しく罰せられます。
　運転者等は、十分に被害者の負傷の有無および程度を確かめ、全く負傷し
ていないことが明らかであるとか、傷が軽くて被害者が医師の診療を受ける
ことを拒絶した場合を除き、たとえ傷が軽いと判断される場合でも、被害者
を医師の治療を受けることができる状態に置くか、あるいは救急車を要請し、
救急車到着まで被害者に付き添う等しなければならず、決して他人任せにし
てはいけません。
　運転者が被害者の様子を見て、傷が軽いから救護の必要はないと軽率に判
断してその場を立ち去ってしまうと、救護義務違反となります【最判昭和
45 年４月 10 日刑集 24 巻４号 132 頁】。
　重傷の被害者を被害者の申し出に従って自宅に送り届けただけで、直ちに
医者に通報するなどの措置を取らなかったこと【札幌高判昭和 41 年 10 月６
日高検速報昭和 41 年５号６頁】、あるいは第三者が救急車を呼び、救急車
に被害者を運び込むに際して何ら手を貸さず、野次馬の一員として傍観し、
漫然と救急車を見送ったこと【仙台高判昭和 46 年６月３日刑月３巻６号１
頁】、大丈夫かと被害者に声をかけて抱き起こし、通行人に救急車の手配を
依頼したが、救急車が到着する直前に現場から立ち去ったこと【東京高判昭
和 57 年 11 月９日判タ 489 号 128 頁】などが救護義務違反とされたケースも
ありますから、十分な救護措置をとるよう注意してください。
　なお、出血多量の際の止血や呼吸停止の際の人工呼吸等が必要になる場合
がありますので、交通事故を起こす起こさないにかかわらず、日頃から救命
講習を受講しておいたほうがよいでしょう。
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　負傷者を救護せず放置し、あるいは負傷者を他の場所に運んで放置するな
どの行為は、救護義務違反のほか、「保護責任者遺棄罪」（刑 218 条）や、場
合によっては「殺人罪」（刑 199 条）にさえ該当することになります。
⑶　道路における危険防止措置義務
　救護義務を尽くした後は、引き続き交通事故が起こることを防ぐため、道
路上の危険を除去しなければなりません。たとえば、事故車両や積荷等が道
路上に放置されていて、交通に危険を及ぼしている場合には、速やかにこれ
らを他の場所に移動する必要があります。
　また、事故により死者が生じたときは、その死体を収容することになりま
す。しかし、これらの措置をとる場合には、後に事故現場の状況がわからな
くならないよう配慮することが必要です。

３　事故報告義務

　事故を起こした自動車の運転者等は、前記の緊急措置義務のほかに、人の
死傷または物の損壊を伴う事故について、警察官等に対し、直ちに事故を報
告する義務を負います（道交 72 条１項後段）。
　報告は、事故現場に警察官がいればその警察官に、そうでない場合には最
寄りの警察署（交番や駐在所でもかまいません）の警察官に対してすること
になります。
　なお、たまたま警察官が事故現場に居合わせて事故の発生を知り、所要の
措置をとったとしても、それにより、事故を起こした運転者の報告義務がな
くなるわけではありません【最判昭和 50 年２月 10 日刑集 29 巻２号 35 頁】。
　報告は「直ちに」する必要があります。この「直ちに」という意味は、事
故発生後すぐに、または前述の緊急措置を行った後すぐに行わなければなら
ないということで、一度自宅へ帰ったりまたは他の用事を先にすませたりし
た後では、「直ちに」報告したことにはなりません。
　報告は、他人に依頼してすることもできますし、電話でしても構いませ
ん。ただし、他人に依頼して報告する場合には、自らが直接報告したのと同
様の負担を負うとされています。たとえば、他人に警察への連絡を頼んだだ
けで、実際に連絡をしたかどうかを確認せずに現場から立ち去った場合【大
阪高判昭和 56 年８月 27 日判タ 452 号 172 頁】は報告義務違反とされていま
すので、十分注意してください。
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　２台以上の自動車間で発生した事故については、いずれの運転者等にも報
告義務が生じることは、緊急措置義務の場合と同じです【大阪高判昭和 62
年 10 月 27 日判時 1263 号 49 頁】。
　報告する内容は次の５点です。
①事故が発生した日時および場所
②死傷者の数および負傷者の負傷の程度
③損壊した物および損壊の程度
④事故車両の積載物
⑤その事故について講じた措置
　これら以外のことについてまで報告する義務はありません。たとえば運転
者の住所、氏名、免許証や車体の番号、事故の原因等は、報告者の刑事責任
に関する事項ですから、警察が刑事手続により捜査すべきであり、あえて進
んで報告すべき義務はないのです。
　なお、報告をした運転者が、最寄りの警察署の警察官から、警察官が現場
に到着するまで現場を去ってはならないと命じられた場合には、これに従わ
なければなりません（道交 72 条２項）。

４　保険会社への通知義務

　自動車事故が発生した場合には、直ちに事故発生の日時、場所および概要
を、自動車保険契約を締結している保険会社または取扱い代理店に連絡しな
ければなりません。正当な理由がなくこれを怠った場合には、保険金の支払
いが拒絶されます。
　また、事故の状況、被害者の住所・氏名、事故発生の日時・場所、損害賠
償の請求を受けたときはその内容等を、遅滞なく書面で保険会社等に連絡し
なければなりません。対人事故において保険会社が事故発生の日の翌日から
60 日以内にこの通知を受領しない場合には、その事故による損害に対して
保険金が支払われないことがあります。

５　事故状況の調査と証拠の収集

　以上に述べたほか、事故の当事者としては、後日のために、事故状況の調
査や証拠の収集をしておく必要があります。詳しくは（⇨Ｑ２）を参照して
ください。
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１　被害者の注意すべき点

　自動車事故の被害者が負傷している場合は、その場の応急措置といって
も、これを実行することが困難な場合があります。しかし、ここでは、仮に
被害者本人が対処できない場合には、その関係者が行うべきことについて、
被害者の立場で注意すべき点を述べます。

２　警察への届出

　加害者が警察に事故の届出をする義務を負っているのは、（⇨Ｑ１）で説
明したとおりですが、加害者がこの届出をしないような場合には、被害者が
届け出るべきです。
　警察への届出をしないと、保険金請求手続に必要な交通事故証明書が発行
されませんし、警察の捜査が行われませんから、事故状況について争いが生
じた場合の客観的な証拠もないことになります。そのため、仮に加害者側か
ら警察へ届け出ないよう依頼されても、これに応じてはなりません。

３　加害者および加害車両等の確認

　自動車事故によって負傷したり物を壊された場合、被害者は加害者に対し
て、被った損害の賠償を請求することになります。そのためには、加害者の
特定が必要となります。自動車事故において損害賠償義務を負うのは、通常
の場合、加害車両の運転者やその運転者の雇主、さらには加害車両の所有者

2

Point

事故で被害を受けた場合にとるべき措置。

◦警察への事故届出
◦加害者、加害車両、保険の有無の確認
◦保険会社への通知
◦事故状況の調査、証拠収集

事故の際の応急措置――被害者
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など加害車両を運行の用に供している者（いわゆる運行供用者）などが考え
られます。
　したがって、被害者としては、加害車両の運転者の氏名・住所、加害車
両の登録番号や、所有者の氏名・住所などはもちろんのこととして、運転
者と所有者との関係や当日の運行目的、さらには加害車両の普段の使用状
況などを確かめておきたいものです。また、保険会社に対し、被害者請求
（⇨Q99・108）をする場合などに備えて、自賠責保険や任意保険の保険会
社、契約者名、契約番号、契約内容なども調べておくとよいでしょう。
　運転者の氏名・住所は当人の免許証を提示してもらえばわかりますし、ま
た加害車両の所有者や保険内容等を確かめるには、自動車検査証や自動車損
害賠償責任保険証明書の提示を求めれば確実です。
　なお、自動車検査証や自動車損害賠償責任保険証明書については、これを
備え付けない自動車は運行してはならないことが法律に定められています
（自賠８条、車両 66 条１項）。もし加害者が提示を拒んだ場合には、少なく
とも加害車両のナンバー・プレートに記載された登録番号を記録しておき、
後日運輸支局に照会すればよいでしょう。

４　保険会社への事故通知

　被害者が自動車保険に加入している場合には、その保険会社や取扱代理店
に対し、事故発生の日時、場所、事故の概要について直ちに通知しなければ
なりません。
　これは、たとえば自動車を電柱に衝突させた場合などのように、自らの一
方的過失により自損事故（⇨Q102）を起こし、自賠責保険の支払いを受け
られない場合や、加害車両が保険に加入していない場合などには、自分が加
入している自動車保険の自損事故保険や人身傷害保険、あるいは無保険車傷
害保険により保険金の支払いを受けることができるのですが、その手続上必
要とされているからです。
　なお、事故通知の内容について詳しくは（⇨Ｑ１）を参照してください。

５　事故状況の調査と証拠の保全・収集など

　以上に述べたほか、事故の当事者として、後日のために、事故状況の調査
や証拠の保全・収集をしておかなければならないのは、被害者の立場からも
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当然のことです。
　自動車事故の当事者は、加害者・被害者いずれの立場であっても、事故に
より発生する民事上および刑事上の問題に対処するために、事故の状況を正
しく把握し、事故原因を明らかにする必要があります。
　そのためにまず大切なのは、事故現場の保全です。（⇨Ｑ１）で説明した
緊急措置以外には、警察の調査（実況見分）が終わるまでは、事故現場をで
きるだけそのままにしておきましょう。
　次に、証拠の収集をしなければなりません。証拠の収集は警察官が実況見
分等の捜査をし、実況見分調書や関係者の供述調書を作成したりして行いま
すが、民事事件においてこれを常に利用できるわけではなく（不起訴処分の
場合、後に閲覧して裁判に利用できるのは原則として実況見分調書だけで
す）、被害者は損害賠償請求のために、また加害者の場合は、刑事責任の追
及に対処するためにも、証拠を収集する必要があるのです。
　証拠収集の第１は、事故状況を記録することです。緊急措置のため負傷者
を救出したり、あるいはやむを得ず、事故車両や散乱した積荷等を移動する
場合にも、もとの位置の確認は必要です。できるなら第三者の立会いを求め
るとよいでしょう。
　記録するには写真や図面が便利です。記録するポイントは、衝突地点、衝
突の箇所や程度、被害者の転倒地点や関係車両の停車位置、スリップ痕や血
痕等の位置・形状、破片や積荷の散乱状況、車両損壊の状態等です。また事
故発生の時刻、天候、道路の幅や路面の状態あるいは交通量等の道路状況や
交通規制の有無等も記録しておきましょう。
　第２には、目撃者や相手方等の供述を聞き、記録しておきたいものです。
時がたつと、供述内容が変わってしまう恐れがありますし、そうでなくとも
記憶があいまいになってくるからです。
　この第１と第２で収集した証拠は問題の完全な解決まで保全すべきでしょ
う。
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